
働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律の

施行に伴い省令において定める内容（案）について

資料No.１

1



項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

産業医の離
任時の衛生
委員会等へ
の報告

【平成２９年建議２ア（ウ）】
・ 産業医の身分の安定性を担保し、職務の遂行の独立性・中立性を
高める観点から、産業医が離任した場合には、事業者はその旨及
びその理由を衛生委員会に報告することとすることが適当である。

事業者は、産業医が辞任したとき又は
産業医を解任したときは、遅滞なく、その
旨及びその理由を衛生委員会又は安全
衛生委員会に報告しなければならないも
のとする。
【建議に対応】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

産業医の知
識・能力の維
持向上

【平成２９年建議２ア（イ）】
・ 産業医は、産業医学に関する知識・能力の維持向上に努めなけれ
ばならないこととすることが適当である。

産業医は、労働者の健康管理等を行う
ために必要な医学に関する知識及び能
力の維持向上に努めなければならない
ものとする。【建議に対応】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

産業医に対
して提供する
健康管理等
に必要な情
報等

【条文】
第十三条
４ 産業医を選任した事業者は、産業医に対し、厚生労働省令で定め
るところにより、労働者の労働時間に関する情報その他の産業医が
労働者の健康管理等を適切に行うために必要な情報として厚生労
働省令で定めるものを提供しなければならない。
第十三条の二 事業者は、前条第一項の事業場以外の事業場につ
いては、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識
を有する医師その他厚生労働省令で定める者に労働者の健康管理
等の全部又は一部を行わせるように努めなければならない。
２ 前条第四項の規定は、前項に規定する者に労働者の健康管理等
の全部又は一部を行わせる事業者について準用する。この場合に
おいて、同条第四項中「提供しなければ」とあるのは、「提供するよう
に努めなければ」と読み替えるものとする。

【平成２９年建議１ア（ア）】
・ 産業医の選任が義務付けられている事業場については、事業者
が異常等の所見のあった労働者に対して、産業医等からの意見を
勘案して就業上の措置を行った場合はその内容を、行わなかった場
合は行わなかった旨とその理由を産業医に情報提供しなければな
らないこととすることが適当である。

【平成２９年建議２イ】
・ 事業者は、産業医が労働者の健康管理等を適切に行うために必
要な情報を提供することが適当である。この必要な情報には、「休憩
時間を除き１週間当たり40時間を超えて労働させた場合におけるそ
の超えた時間が１月当たり80時間を超えた労働者の氏名及び当該
労働者に係る超えた時間に関する情報」や「労働者の健康管理のた
めに必要となる労働者の業務に関する情報」等が含まれる。

① 既に講じた健康診断実施後の措置、
面接指導実施後の措置又は労働者
の心理的な負担の程度を把握するた
めの検査の結果に基づく面接指導実
施後の措置又は講じようとするこれら
の措置の内容に関する情報（これらの
措置を講じない場合にあっては、その
旨及びその理由）

② 休憩時間を除き一週間当たり四十
時間を超えて労働させた場合におけ
るその超えた時間が一月当たり八十
時間を超えた労働者の氏名及び当該
労働者に係る当該超えた時間に関す
る情報

③ ①及び②に掲げるもののほか、労働
者の業務に関する情報であって産業
医が労働者の健康管理等を適切に行
うために必要と認めるもの

【以上、法律・建議に対応】

事業者は、上記②の該当労働者に対し、
速やかに、当該労働者に係る当該超え
た時間に関する情報を通知しなければ
ならないものとする。
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

産業医に対
して提供する
健康管理等
に必要な情
報の提供方
法

【条文】
第十三条
４ 産業医を選任した事業者は、産業医に対し、厚生労働省令で定め
るところにより、労働者の労働時間に関する情報その他の産業医が
労働者の健康管理等を適切に行うために必要な情報として厚生労
働省令で定めるものを提供しなければならない。

・上記①に掲げる情報：

健康診断の結果についての医師等
からの意見聴取、面接指導の結果に
ついての医師等からの意見聴取又は
労働者の心理的な負担の程度を把握
するための検査の結果に基づく面接
指導の結果についての医師からの意
見聴取を行った後、遅滞なく提供する
こと。

・上記②に掲げる情報：

当該超えた時間の算定を行った後、
速やかに提供すること。

・上記③に掲げる情報：

産業医から当該情報の提供を求め
られた後、速やかに提供すること。

【法律に対応】

5



項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

勧告時の事
業者に対す
る意見の求
め

【平成２９年建議１ア（イ）】
・ 産業医が勧告を行う場合にあっては、事前にその内容を示し、事
業者から意見を求めることとするとともに、産業医から勧告を受けた
事業者は、その内容を衛生委員会に報告することとし、もって、産業
医の勧告が実質的に尊重されるようにしていくことが適当である。

産業医は、労働者の健康管理等につい
て必要な勧告をしようとするときは、あら
かじめ、当該勧告の内容について、事業
者の意見を求めるものとする。
【建議に対応】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

勧告を受け
たときの勧告
の内容の保
存

【平成２９年建議３】
・ 産業医の勧告及び衛生委員会から事業者に対する意見並びにこ
れらを踏まえた事業者の措置の内容について事業者が記録し、保
存することとすることが適当である。

事業者は、労働者の健康管理等につい
て必要な勧告を受けたときは、以下の事
項を記録し、これを三年間保存しなけれ
ばならないものとする。
①当該勧告の内容

②当該勧告を踏まえて講じた措置の内
容（措置を講じない場合にあっては、
その旨及びその理由）

【建議に対応】

事業者は、委員会の開催の都度、以下
の事項を記録し、これを三年間保存しな
ければならない。

①委員会の意見及び当該意見を踏まえ
て講じた措置の内容
【建議に対応】

②前号に掲げるもののほか、委員会に
おける議事で重要なもの
【従前より保存義務あり】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

勧告を受け
たときの衛生
委員会等へ
の報告

【平成２９年建議１ア（イ）】
・ 産業医が勧告を行う場合にあっては、事前にその内容を示し、事
業者から意見を求めることとするとともに、産業医から勧告を受けた
事業者は、その内容を衛生委員会に報告することとし、もって、産業
医の勧告が実質的に尊重されるようにしていくことが適当である。

【条文】
第十三条
５ 産業医は、労働者の健康を確保するため必要があると認めるとき
は、事業者に対し、労働者の健康管理等について必要な勧告をする
ことができる。この場合において、事業者は、当該勧告を尊重しなけ
ればならない。
６ 事業者は、前項の勧告を受けたときは、厚生労働省令で定めると
ころにより、当該勧告の内容その他の厚生労働省令で定める事項を
衛生委員会又は安全衛生委員会に報告しなければならない。

労働者の健康管理等について必要な勧
告を受けたときの衛生委員会又は安全
衛生委員会への報告は、当該勧告を受
けた後遅滞なく、行うものとする。
【法律に対応】

労働者の健康管理等について必要な勧
告を受けたときの衛生委員会又は安全
衛生委員会への報告事項は以下の事
項とする。
①当該勧告の内容
【法律に対応】

②当該勧告を踏まえて講じた措置の内
容及び講じようとする措置の内容（措
置を講じない場合にあっては、その旨
及びその理由）
【法律に対応】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

産業医の権
限の具体化

【平成２９年建議２ウ（イ）】
・ 現場の労働者等からの情報収集、事業者や作業主任者等に対す
る意見、危機的緊急事態での現場で作業する労働者等への指示
など、当該事業場の実情に応じて必要となる産業医の権限につい
てより具体化・明確化することが適当である。

参考：産業医の職務（安衛則）

第十四条 法第十三条第一項の厚生労働省令で定める事項は、次の事項で医学に関する
専門的知識を必要とするものとする。

一 健康診断の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関する
こと。

二 法第六十六条の八第一項に規定する面接指導及び法第六十六条の九に規定する必
要な措置の実施並びにこれらの結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関す
ること。

三 法第六十六条の十第一項に規定する心理的な負担の程度を把握するための検査の
実施並びに同条第三項に規定する面接指導の実施及びその結果に基づく労働者の健康
を保持するための措置に関すること。
四 作業環境の維持管理に関すること。
五 作業の管理に関すること。
六 前各号に掲げるもののほか、労働者の健康管理に関すること。
七 健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るための措置に関すること。
八 衛生教育に関すること。
九 労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること。

産業医の権限には、次の事項に関する
権限が含まれるものとする。

①事業者又は総括安全衛生管理者に
対して意見を述べること。

②労働者の健康管理等を実施するため
に必要な情報を労働者から収集する
こと。

③労働者の健康を確保するため緊急の
必要がある場合において、労働者に
対して必要な措置をとるべきことを指
示すること。

【建議に対応】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

産業医によ
る衛生委員
会等に対す
る調査審議
の求め

【平成２９年建議２ウ（ア）】
・ 衛生委員会において、その委員である産業医が労働者の健康管
理の観点から必要な調査審議を求めることができることとすることが
適当である。

産業医は、衛生委員会又は安全衛生委
員会に対して労働者の健康管理の観点
から必要な調査審議を求めることができ
るものとする。
【建議に対応】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

産業医の業
務の内容等
の周知事項

【条文】
（法令等の周知）
第１０１条
２ 産業医を選任した事業者は、その事業場における産業医の業務
の内容その他の産業医の業務に関する事項で厚生労働省令で定
めるものを、常時各作業場の見やすい場所に掲示し、又は備え付け
ることその他の厚生労働省令で定める方法により、労働者に周知さ
せなければならない。

【平成２９年建議１ウ（イ）】
・ 事業者は、産業医等への健康相談の利用方法、産業医の役割、
事業場における健康情報の取扱方法について、各作業場の見やす
い場所に掲示し、又は備え付けること、若しくは書面を労働者に交付
すること、又は磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に
記録し、かつ、各作業場に労働者が当該記録の内容を常時確認で
きる機器を設置することにより、労働者に周知することが適当である。

①事業場における産業医等の業務の具
体的な内容

②産業医等に対する健康相談の申出の
方法

③産業医等による労働者の心身の状態
に関する情報の取扱いの方法

【法律・建議に対応】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

産業医の業
務の内容等
の周知方法

【条文】
（法令等の周知）
第１０１条
２ 産業医を選任した事業者は、その事業場における産業医の業務
の内容その他の産業医の業務に関する事項で厚生労働省令で定
めるものを、常時各作業場の見やすい場所に掲示し、又は備え付け
ることその他の厚生労働省令で定める方法により、労働者に周知さ
せなければならない。

【平成２９年建議１ウ（イ）】
・ 事業者は、産業医等への健康相談の利用方法、産業医の役割、
事業場における健康情報の取扱方法について、各作業場の見やす
い場所に掲示し、又は備え付けること、若しくは書面を労働者に交付
すること、又は磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に
記録し、かつ、各作業場に労働者が当該記録の内容を常時確認で
きる機器を設置することにより、労働者に周知することが適当である。

①常時各作業場の見やすい場所に掲示
し、又は備え付けること。

②書面を労働者に交付すること。

③磁気テープ、磁気ディスクその他これ
らに準ずる物に記録し、かつ、各作業
場に労働者が当該記録の内容を常時
確認できる機器を設置すること。

【法律・建議に対応】
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【１．産業医・産業保健機能の強化に関する事項】

指針の公表
方法

【条文】
（心身の状態に関する情報の取扱い）
第１０４条 事業者は、この法律又はこれに基づく命令の規定による
措置の実施に関し、労働者の心身の状態に関する情報を収集し、保
管し、又は使用するに当たつては、労働者の健康の確保に必要な
範囲内で労働者の心身の状態に関する情報を収集し、並びに当該
収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければならない。
ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、こ
の限りでない。
２ 事業者は、労働者の心身の状態に関する情報を適正に管理する
ために必要な措置を講じなければならない。
３ 厚生労働大臣は、前二項の規定により事業者が講ずべき措置の
適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

当該指針の名称及び趣旨を官報に掲載
するとともに、当該指針を厚生労働省労
働基準局及び都道府県労働局において
閲覧に供することにより行うものとする。
【法律に対応】

※ じん肺法第三十五条の三第三項の事業者
が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を
図るため必要な指針についても、同様の方
法により公表するものとする。
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項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【２．面接指導に関する事項】

医師による
面接指導の
対象となる労
働者の要件

【条文】
（面接指導等）

第六十六条の八 事業者は、その労働時間の状況その他の事項が労働者の健康
の保持を考慮して厚生労働省令で定める要件に該当する労働者（次条第一項に
規定する者及び第六十六条の八の四第一項に規定する者を除く。以下この条に
おいて同じ。）に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師による面接指導
（問診その他の方法により心身の状況を把握し、これに応じて面接により必要な
指導を行うことをいう。以下同じ。）を行わなければならない。

【平成２９年建議（労働条件分科会）３（１）】
（１） 医師による面接指導

・ このため、長時間労働に対する健康確保措置として、労働安全衛生法第66条の８
の面接指導について、現行では、１週間当たり40時間を超えて労働させた場合の
その超えた時間が１か月当たり100時間を超えた者から申出があった場合に義務と
なっているが、この時間数を定めている省令を改正し、１か月当たり80時間超とす
ることが適当である。

左記建議のとおり定める。

研究開発業
務従事者に
対する医師
による面接
指導

【条文】
（面接指導等）

第六十六条の八の二 事業者は、その労働時間が労働者の健康の保持を考慮して
厚生労働省令で定める時間を超える労働者（労働基準法第三十六条第十一項に
規定する業務に従事する者（同法第四十一条各号に掲げる者及び第六十六条の
八の四第一項に規定する者を除く。）に限る。）に対し、厚生労働省令で定めると
ころにより、医師による面接指導を行わなければならない。

【平成２９年建議（労働条件分科会）１（２）③】

・ その際、当該業務に従事する労働者の健康確保措置として、１週間当たり40時間
を超えて労働させた場合のその超えた時間が１か月当たり100時間を超えた者に
対し、医師による面接指導の実施を労働安全衛生法上義務づけることが適当であ
る。

左記建議のとおり定める。

14



項目 条文、建議における記載など 省令において定める内容（案）

【２．面接指導に関する事項】

労働時間の
状況の把握
方法等

【条文】

第六十六条の八の三 事業者は、第六十六条の八第一項又は前条第一項の規定
による面接指導を実施するため、厚生労働省令で定める方法により、労働者（次
条第一項に規定する者を除く。）の労働時間の状況を把握しなければならない。

【平成２９年建議３（２）】
（２）労働時間の客観的な把握

・ また、上記の面接指導（１（２）③の面接指導を含む。）の適切な実施を図るため、
平成27年２月13日の当分科会報告にあるように、管理監督者を含む、すべての労
働者を対象として、労働時間の把握について、客観的な方法その他適切な方法に
よらなければならない旨を省令に規定することが適当である。その際、客観的な方
法その他適切な方法の具体的内容については、「労働時間の適正な把握のために
使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」を参考に、通達において明確化する
ことが適当である。

①労働時間の状況の把握方法は、
タイムカードによる記録、パーソ
ナルコンピュータ等の電子計算
機の使用時間の記録等の客観
的な方法その他の適切な方法と
すること。

②事業者は、①の記録を作成し、
三年間保存するための必要な措
置を講じなければならない。
【法律・建議に対応】
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